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　裁判ではないかたちで民間の紛争
を解決する手続きであるＡＤＲ

（Alternative Dispute Resolution）
の活用が広まっています。
　ＡＤＲのなかでも特に場所や時間
の制約を受けず、当事者同士の面会
交流をせずにすむなどのメリットが
あるオンラインによる紛争解決手続
き ＝ Ｏ Ｄ Ｒ（Online Dispute 
Resolution）が普及することによ
って、法的紛争の解決がよりスムー
ズに進むことが期待されています。
　そこで、法務省はＯＤＲ推進検討
会を設置し、民間紛争解決手続の業
務の認証制度の見直しの要否等をは
じめとするＯＤＲの適正な実施の確
保に向けた方策について幅広く検討

表を義務付ける、というものです。
●補足説明
　ＯＤＲ推進検討会の検討を踏ま
え、今回提示された方法が相当であ
ると取りまとめられましたが、情報
通信技術を活用した情報提供の方法
として、当面は、インターネットの
利用による公表が念頭におかれてい
るものの、今後の情報通信技術の進
展状況等によっては、それ以外の方
法により公表することも想定され得
ることから、「インターネットの利
用その他の方法」とすると補足説明
がなされています。
　法務省はパブリックコメントの結
果を踏まえ、ＯＤＲ推進検討会の審
議を進めていく予定です。� ●▲

を進めています。このほど、認証紛
争解決事業者による情報提供の方法
の見直しについて、「裁判外紛争解
決手続の利用の促進に関する法律」

（ＡＤＲ法）の改正案を公表し、パ
ブリックコメント手続きにかけまし
た。
●改正案の概要
　情報通信技術を活用した民間紛争
解決手続が増加していることに鑑
み、認証紛争解決手続の利用者等に
対する情報提供の一層の適正化を図
るため、認証紛争解決事業者に対し
て一律に事務所での掲示を義務付け
ている現行のＡＤＲ法の規律を改
め、事務所での掲示またはインター
ネットの利用その他の方法による公

オンラインでの活用を促進する
ＡＤＲ法の整備

●経済安全保障法制を議論
　産業基盤のデジタル化と高度化、
新興国の経済成長とグローバル・バ
リューチェーンの深化などを背景
に、経済政策を安全保障の観点から
とらえ直す必要性が高まっていると
の見地から、政府は「経済安全保障
法制に関する有識者会議」を発足さ
せました。
　経済安全保障会議でまず取り組む
べき分野として示されたサプライチ
ェーン、官民技術協力、基幹インフ
ラ、特許非公開などについてどのよ
うな課題があるか、必要な法制上の
取組みは何かなどを中心に議論し、
提言を取りまとめる方針です。
●コンテンツの権利を体系化
　eスポーツの流行も含め、スポー
ツコンテンツやデータを活用するビ

ジネスが広がる一方、写真や映像等
のコンテンツや各種データの権利関
係のあり方が体系的に整理がなされ
ておらず、権利を侵害された場合に
どのような法的手段を行使できるか
が明らかになっていない実態があり
ます。
　経済産業省は「スポーツコンテン
ツ・データビジネスの拡大に向けた
権利の在り方研究会」を立ち上げ、
DX化されボーダーレスに広がる今
後のスポーツビジネスを展望し、コ
ンテンツやデータ活用において望ま
しい権利関係のあり方を検討するこ
とになりました。
●歳費法の見直し
　10月31日の衆議院選挙で初当選し
た議員にも「文書通信交通滞在費」
の10月分が全額支給されているこ

とが問題視され、歳費法見直しの動
きが進んでいます。
　日割りでの支給を可能とするほ
か、使いみちの公開を義務付けるか
どうかが論点で、与野党間で調整が
進められています。
●保育士資格の管理を厳格に
　保育士資格の管理の厳格化につい
て「地域における保育所・保育士等
の在り方に関する検討会」の取りま
とめの素案が明らかになりました。
　禁錮以上の刑で登録を取り消され
た場合に、刑の執行後10年間再登録
できないようにすること、児童への
わいせつ行為の場合は刑罰の有無に
かかわらず登録を取り消すことな
ど、次の通常国会での改正児童福祉
法案の提出を目指し作業が進められ
ています。


